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社 会 福 祉 法 人 丹 波 市 社 会 福 祉 協 議 会 

災害ボランティア支援事業実施要綱  

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市民活動団体等が行う大規模災害（災害救助法が適用された災害、

または兵庫県社会福祉協議会等からの募集要請等がある災害）に係る被災地支援活動

に対して、社会福祉法人丹波市社会福祉協議会（以下「社協」という。）が予算の範

囲内において助成金を交付し、市民の被災地支援活動及び被災地の復興を支援するこ

とを目的とする。 

 

（助成対象） 

第２条 丹波市内の NPO法人、社会福祉法人、地縁団体、市内在住・在勤の有志のグル

ープ及び丹波市内に在住している個人（以下「助成対象団体等」という。）が行う被

災地支援活動で、次の各号のいずれの条件も満たす場合を対象とする。 

 （１）被災地支援活動は、瓦礫等の撤去、被災地家屋等の清掃などの復興支援、及び

被災者の生活支援を目的とし、被災地の視察や見学、物資や義援金等の運搬を

主たる目的とする活動は対象外とする 

 （２）被災地の災害ボランティアセンターが設置され、ボランティアの受け入れ期間 

中の活動であること 

 （３）被災地からの要請または受け入れの同意が得られていること 

 （４）営利を目的としないこと 

 （５）宗教活動や政治活動を目的としないこと 

 （６）団体・グループの場合は、活動者が５名以上であること 

２ 国・県及びひょうごボランタリープラザ等が実施する補助事業等を優先して活用す

ることとする。ただし、申請内容により併用できるものとする。 

 

（助成対象経費） 

第３条 助成対象経費は、被災地までの往復の交通費（燃料費、駐車料・鉄道・高速道

路等の利用料金、車両の借上料及び運転手の雇用に要した費用）の経費とする。ただ

し、高速道路の利用料について、高速道路無料通行などの制度を利用できる場合は、

利用するものとする。 

２ 自家用車等を利用する場合の燃料費は、出発日から帰着日までの実費相当を対象と

する。 

 

（助成額） 

第４条 助成額は、次に掲げる金額を上限とし、実績額と限度額のどちらか低い額とす

る。 

 （１）団体・グループ 

参加人数により、１団体あたり別記のとおり（年度内２回を上限） 

 （２）個人 

上限 8,000円（年度内２回を上限） 

 

（事前登録） 

第５条 助成対象団体等は、活動日までに活動登録シート（様式第１号）により、事前

登録を行うものとする。 
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２ 社協は、活動登録シートの内容を確認し、「登録完了通知書（様式第２号）」により

通知する。 

 

（交付申請及び活動報告） 

第６条 事前登録が完了した助成対象団体等は、活動終了後２週間以内に、「災害ボラ

ンティア支援事業助成金交付申請書（様式第３号）」及び「災害ボランティア支援事

業実績報告書（様式第４号）」を社協会長に提出しなければならない。 

 

（交付決定） 

第７条 社協会長は、前条に規定する申請書を受理したときは、内容を審査し、適正と

認めたときは、助成金の交付を決定し、「災害ボランティア支援事業助成金交付決定

通知書（様式第５号）」により通知する。 

 

（請求書の提出） 

第８条 交付決定を受けた助成対象団体等は、速やかに「災害ボランティア支援事業交

付請求書（様式第６号）」を社協会長に提出しなければならない。 

 

（助成金の交付時期） 

第９条 社協会長は、前条の書類の提出を受け付けたときは、遅滞なく助成対象団体等

が指定する口座に入金する。 

 

（関係書類等の提出） 

第 10 条 社協会長が必要と認めるときは、助成対象団体等は速やかに関係書類等を社

協会長に提出しなければならない。 

 

（助成金の取消及び返還） 

第 11 条 社協会長は、助成対象団体等が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合

は、助成金の交付決定を取り消し、既に助成金を交付している場合は、期限を定めて

助成金の全部または一部の返還を命ずることができる。 

 （１）助成金を目的以外に使用した場合 

 （２）偽りその他の不正な手段により助成金の交付を受けた場合 

 （３）その他、この要綱の規定に違反した場合 

 

（その他） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、社協会長がその都度決定する。 

 

  附 則（平成 24年９月 18日 議案第 13号） 

この要綱は、平成 24年 10月１日から施行する。 

  附 則（平成 25年９月 19日 報告第７号） 

この要綱は、平成 25年９月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成 28年 12月１日から施行する。 

附 則（決裁日 令和元年 10月 29日） 

この要綱は、令和元年 11月１日から施行する。 
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  附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

別記（第４条関係） 

 

 

活動人数 
１回あたりの助成金

（限度額） 

5～9人 72,000円 

10～14人 112,000円 

15人以上 160,000円 

 

  


